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（単位：円）

金　　　額 金　　　額

1,241,588,396 2,323,483,497

現 金 及 び 預 金 951,565,777 545,944,000

売 掛 金 11,771,835 232,040,675

未 収 金 164,596,591 893,139,109

未 収 法 人 税 等 21,010,500 136,451,656

繰 延 税 金 資 産 32,225,254 486,348,161

そ の 他 の 流 動 資 産 60,418,439 29,559,896

【固　定　資　産】 24,484,364,162 11,523,677,453

　有 形 固 定 資 産 23,073,948,366 2,738,784,000

建 物 5,976,526,070 6,679,550

建 物 附 属 設 備 1,059,706,170 4,675,841,064

構 築 物 290,886,458 3,854,894,257

機 械 及 び 装 置 5,358,270 247,478,582

車 両 運 搬 具 82,257 13,847,160,950

器 具 備 品 44,363,875

土 地 15,649,327,537 3,686,481,889

建 設 仮 勘 定 47,697,729 870,000,000

　無 形 固 定 資 産 18,382,688 2,816,481,889

電 話 加 入 権 7,983,263 46,110,000

そ の 他 無 形 固 定 資 産 10,399,425 2,770,371,889

　投資その他の資産 1,392,033,108 114,025,079

投 資 有 価 証 券 3,263,761 2,271,679,930

関 係 会 社 株 式 120,000,000 147,372,346

長 期 前 払 費 用 1,240,822 237,294,534

差 入 敷 金 1,933,890 【評価・換算差額等】 8,192,309,719

長 期 性 預 金 1,200,000,000 659,420

繰 延 税 金 資 産 65,594,635 8,191,650,299

11,878,791,608

25,725,952,558 25,725,952,558

貸　　借　　対　　照　　表

（ 平成27年3月31日現在 ）

資　　　産　　　の　　　部 負   　債 　  の 　  部

科　　　　　　　　　目

【流　動　資　産】 【流　動　負　債】

科　　　　　　　　　目

　利　益　剰　余　金

利 益 準 備 金

純　　　資　　　産　　　の　　　部

純　　 資　　 産　　 合　　 計

資　　　　産　　　　合　　　　計 負　債　・　純　資　産　合　計

そ の 他 利 益 剰 余 金

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

別 途 積 立 金

繰 延 税 金 資 産 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

　その他有価証券評価差額金

　土地再評価差額金

再 評 価 に か か る 繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

【株　主　資　本】

  資　本  金

賞 与 引 当 金

【固　定　負　債】

長 期 借 入 金

保 証 金

敷 金

前 受 金

預 り 金

1年以内返済予定長期借入金

1 年 以 内 返 済 予 定 敷 金 等

未 払 金

負　　　　債　　　　合　　　　計
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（単位：円）

3,052,237,856

396,672,815

525,614,636

67,593,078

雑 収 入

【 営 業 外 収 益 】

【 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 】

【 売 上 原 価 】

支 払 利 息

【 営 業 外 費 用 】

営 業 利 益

至　平成27年3月31日

自　平成26年4月 1日

損　　益　　計　　算　　書

733,915,172

505,004,848

4,042,118,385

3,308,203,213

科　    　　      　　　　　目 金　　              　　額

売 上 総 利 益

【 売 上 高 】

Ｓ Ｃ 事 業 売 上

関 連 事 業 売 上

ホ テ ル 事 業 売 上

土 地 賃 貸 事 業 売 上

63,721,773

228,910,324

18,406,091

45,232,546

45,232,546

181,177,462

697,800

65,441,153

66,138,953

18,406,091

経 常 利 益

雑 損 失

受 贈 益

【 特 別 損 失 】

【 特 別 利 益 】

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

税引前当期純利益

当 期 純 利 益

解 体 費 63,721,773

94,207,286

36,233,439

32,247,510

162,688,235
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（単位：百万円）

固定資産
圧　　　縮
積 立 金

別   　途
積 立 金

繰延税金
資　　　産
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当期首残高 870 46 169 2,171 169 165 2,722 3,592 0 7,794 7,794 11,386

当期変動額

別途積立金の
積立

100 △ 100 -       -       -       

固定資産圧縮
積立金の積立

5 △ 5 -       -       -       

固定資産圧縮
積立金の取崩

△ 60 60 -       -       -       

繰延税金資産
積立金の取崩

△ 21 21 -       -       -       

当期純利益 94 94 94 94

株主資本以外
の項目の当期
変動額（純額）

0 397 397 397

-       -       △ 55 100    △ 21 71 94 94 0 397    397 492

当期末残高 870 46 114 2,271 147 237 2,816 3,686 0 8,191 8,192 11,878

＊単位未満については切り捨て表示としている。

評価・換算差額等

純資産
合 　計

そ の 他
有価証券
評　    価
差 額 金

土     地
再 評 価
差 額 金

評  価・
換   算

差 額 等
合    計

当期変動額合計

株主資本

資 本 金
株主資本
合　　  計利　 　益

準 備 金

その他利益剰余金
利　 　益
剰 余 金
合　　 計

利益剰余金

株主資本等変動計算書

自　平成２６年　４月　１日　　至　平成２７年　３月　３１日
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個別注記表 
 

 

〔重要な会計方針〕 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式  

移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 

    時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 

 ２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。但し、デュオ２ビルおよび平成 10年 4月 1日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く）は定額法を採用しております。 

(追加情報) 

 有形固定資産の耐用年数の変更 

  当社が保有する建物のうち、一部の内装資産について、従来耐用年数を 39年として

減価償却を行ってきましたが、将来のリニューアル工事による除却を決定したため、

耐用年数を２年に変更しております。 

  この変更により、従来の方法と比べて、当事業年度の減価償却費が18百万円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が同額減少しております。 

 

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。但し、ソフトウェア（自社利用）については、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

 

 ３．引当金の計上基準 

(1) 賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、将来の支給見込み額のうち、当期の負担額を計上する

方法を採用しております。 

(2) 退職給付引当金 

役員の退職慰労金並びに従業員の退職金の支給に備えるため、退職慰労金に関する内規

並びに退職金規程に基づく期末要支給額を計上しております。 

 

 ４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転するものと認められる以外のファイナンス・リース取引

のうち、リース取引開始日が企業会計基準第 13号「リース取引に関する会計基準」の適用開

始前のリース取引については、通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。 

 

 ５．消費税等の会計処理について 

税抜方式によっております。 
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〔貸借対照表に関する注記〕 

 １．担保提供資産   （担保に供している資産） 

             建物         5,932百万円 

             建物附属設備     1,059百万円 

             構築物         220百万円 

             土地         10,761百万円   

             計          17,973百万円 

            （上記に対応する債務） 

          １年以内返済予定長期借入金    545百万円 

長期借入金          2,738百万円 

          敷金            3,043百万円 

 

 ２．関係会社に対する短期金銭債権         18百万円 

   関係会社に対する短期金銭債務         65百万円 

   関係会社に対する長期金銭債務                14百万円 

  

３．有形固定資産の減価償却累計額       28,400百万円 

 

 ４．「土地の再評価に関する法律」（平成 10 年法律第 34 号）に基づき、事業用土地の再評価を行

い、評価差額にかかる税金相当額を「再評価にかかる繰延税金負債」として負債の部に計上し、

これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

 （1）再評価の方法：「土地の再評価に関する法律施行令」（平成 10年政令第 119号）第２条第４

号に定める地価税法第 16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算

定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な補正調整を行

って算出しております。 

（2）再評価を行った年月日：平成 14年 3月 31日 

なお、同法律第 10条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額は当

該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額を 4,199百万円下回っております。 

 

 

 

〔損益計算書に関する注記〕 

 １．関係会社への売上高           40百万円 

 

 ２．関係会社からの仕入高         573百万円 

 

 

 

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕 

発行済み株式の種類及び総数 

（単位：株）  

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 

発行済株式 

普通株式 

 

1,740,000 

 

－ 

 

－ 

 

1,740,000 

 

 

 

〔税効果会計に関する注記〕 

   繰延税金資産の発生の主な原因は、減価償却限度超過額の否認等であり、繰延税金負債の発生
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の主な原因は固定資産圧縮積立金、土地再評価差額にかかる税金相当額であります。 

 

  （追加情報） 

    法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の修正 

     平成 27年 3月 31日に、「地方税法等の一部を改正する法律」（平成 27年法律第 2号）及            

    び「所得税法等の一部を改正する法律」（平成 27 年法律第 9 号）が公布されました。これ

に伴い、平成 27年 4月 1日に開始する事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に

使用される法定実効税率は、従来の 35.3％から平成 27年度は 32.8％、平成 28年度以降は

32.0％に変更になっております。 

 この税率の変更により、繰延税金資産の純額が 14百万円減少し、固定資産圧縮に係る繰

延税金負債が 5 百万円減少し、法人税等調整額（借方）が 8 百万円増加しております。ま

た、再評価に係る繰延税金負債が 397 百万円減少し、土地再評価差額金は同額増加してお

ります。 

 

 

 

〔リースにより使用する固定資産に関する注記〕 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機及びその周辺機器等の一部については所有

権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。 

 

 

 

〔金融商品に関する注記〕 

１． 金融商品の状況に関する事項 

当社の資金運用については預金に限定し、また資金調達については銀行等金融機関からの

借入に限定しております。 

また、投資有価証券は株式のみであり、上場株式については半期ごとに時価の把握を行っ

ております。 

借入金の使途は設備投資資金（長期）であります。 

なお、入居テナントからは契約上の債務を担保するため、敷金及び保証金を受領しており

ます。 

 

２． 金融商品の時価等に関する事項 

平成 27年 3月 31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。 

                         （単位：百万円） 

 貸借対照表計上額（※） 時価（※） 差額 

(1) 投資有価証券 

(2) 長期借入金（１年以内返済

予定を含む） 

(3) 敷金及び保証金（１年以内

返済予定を含む） 

 2 

(3,284) 

 

(241) 

2 

(3,292) 

 

(236) 

― 

7 

 

△5 

（※）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

(注 1)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

 (1)投資有価証券 

    これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

 (2)長期借入金(１年以内返済予定を含む) 

    長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定され

る利率で割り引いて算定する方法によっております。 
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 (3)敷金及び保証金(１年以内返済予定を含む) 

    敷金及び保証金の時価については、信用リスク等を加味した利率で割り引いて算定する方

法によっております。 

(注 2)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

   非上場株式(貸借対照表計上額は 0 百万円)及び関係会社株式(貸借対照表計上額は 120 百

万円)については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もることができ

ないこと、また、敷金及び保証金のうち、償還期間が未確定のもの(貸借対照表計上額 4,672

百万円)については、将来キャッシュ・フローを見積もることができないことから、時価を

把握することが困難と認められるため、上記の表には記載しておりません。 

 

 

 

〔賃貸等不動産に関する注記〕 

当社では、賃貸商業施設（土地を含む）を有しており、賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び

時価は次のとおりであります。 

（単位：百万円） 

貸借対照表計上額 時 価 

21,585 19,213 

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した

金額であります。 

（注２）当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて算定した金額（指標

等を用いて調整を行ったものを含む）であります。 

 

 

 

〔関連当事者との取引に関する注記〕 

１．子会社等 

属 性 
会 社 等 

の 名 称 
住 所 

資本金 

又  は 

出資金 

(百万円） 

事 業 の 

内  容 

又  は 

職  業 

議決権の 

所有（被 

所有）割 

合  (％) 

関係内容 

取引内容 

取 引 

金 額 

(百万円） 

科 目 

期 末

残 高 

(百万円） 
役員の

兼任等 

事業上

の関係 

子会社 アーク 

開発振 

興 (株) 

札幌市 

厚別区 

171 ビルメン

テナンス

業 

（所有） 

直 接 

46.60％ 

兼 任 

５ 名 

営業上 

の取引 

当社商業

施設のビ

ルメンテ

ナンスほ

か業務委

託（注２） 

229 未収入金 

未払金 

前受金 

預り金 

敷金・保証金 

 

1 

29 

0 

34 

14 

( 株) ア

ークホテ

ルシステ

ム 

札幌市 

厚別区 

20 ホテル 

管理運営 

（所有） 

直 接 

100.00

％ 

兼 任 

３ 名 

営業上 

の取引 

当社ホテ

ル事業の

運営管理

業務委託 

（注３） 

236 未収入金 

前渡金 

 

 12 

1 

 

 

(株)新さ

っぽろパ

ーキング

システム 

札幌市 

厚別区 

20 駐車場 

管理運営 

（所有） 

直 接 

100.00

％ 

兼 任 

３ 名 

営業上 

の取引 

当社駐車

場施設の

運営管理

業務委託

（注３） 

108 未収入金 

前渡金 

3 

0 
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（注１）上記の金額のうち取引金額には消費税を含まず表示しております。 

（注２）取引条件及び取引条件の決定方針等は他の取引先と同様であります。 

（注３）業務委託費については委託先の総原価を考慮し、協議により決定しております。 

 

 

 

〔１株当たり情報に関する注記〕 

１．１株当たり純資産   6,826円 89銭 

２．１株当たり当期純利益   54円 14銭 

 

 

 

〔重要な後発事象に関する注記〕 

 該当事項はありません。 


